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議案第３６号生駒市病院事業の設置等に関する条例の制定について

に対する修正の動議について 

 

このことについて、地方自治法第１１５条の２及び生駒市議会会議規則第１６

条の規定により、別紙のとおり案文を添え修正案を提出いたします。 

 

  



 1 

議案第３６号生駒市病院事業の設置等に関する条例の制定について

に対する修正案 

 

議案第３６号生駒市病院事業の設置等に関する条例の制定についての一部を次

のように修正する。 

第１条中「提供する」の次に「とともに、地域医療を充実させる」を加える。 

第３条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を

加える。 

２ 病院事業は、次条第１項の病院事業計画に従って運営されなければならな

い。 

第１６条を第１９条とし、第１５条を第１６条とし、同条の次に次の２条を加

える。 

（病院事業推進委員会） 

第１７条 市民の医療ニーズに沿った地域の中核的な病院事業の運営を図るた

め、生駒市病院事業推進委員会（以下「委員会」という｡)を設置する。 

２ 委員会は、市長の諮問に応じ、本市の病院事業に関する事項を調査審議す

る。 

３ 委員会は、委員１０人以内をもって組織する。 

４ 委員は、議会の同意を得て市長が委嘱し、又は任命する。この場合におい

て、委員には、奈良県医師会、生駒地区医師会及び生駒市医師会をそれぞれ代

表する者を含む医療関係団体を代表する者、市民を代表する者、市議会を代表

する者及び関係行政機関の職員が含まれなければならない。 

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任されることを妨げない。 

６ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

７ 前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規

（別紙） 
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則で定める。 

（委員会に諮問すべき場合） 

第１８条 市長は、次の各号に掲げる場合には、当該各号に定める事項について

委員会に諮問しなければならない。 

(1)  病院事業計画を策定し、又は見直そうとする場合 当該病院事業計画に

定める事項 

(2)  指定管理者と病院の管理に関する協定を締結しようとする場合 当該協

定に関する事項 

(3)  病院事業の運営状況の改善を行おうとする場合 当該改善のために必要

な事項 

第１４条を第１５条とし、第１１条から第１３条までを１条ずつ繰り下げる。 

第１０条中第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同条に第１号として次

の１号を加え、同条を第１１条とする。 

(1) 地域の医療ニーズに対応した医療を提供できること。 

第９条を第１０条とし、第４条から第８条までを１条ずつ繰り下げ、第３条の

次に次の１条を加える。 

（病院事業計画） 

第４条 市長は、適正かつ健全な病院事業の運営を図るため、次に掲げる事項を

定めた病院事業計画（以下「病院事業計画」という｡ )を策定しなければなら

ない。 

(1) 病院事業の基本方針に関すること。 

(2) 診療科目、各診療科目の病床数及び診療方針に関すること。 

(3) 人員体制及び医療従事者の確保の方法に関すること。 

(4) 救急に対する取組に関すること。 

(5) 医療における安全管理に対する取組に関すること。 
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( 6 )  地域医療の支援に対する取組に関すること。 

(7) 病院事業の運営に関する情報の開示及び広報に関すること。 

(8) 病院の施設及び附属設備の整備及び改善に関すること。 

(9) 今後１０年間における病院事業の収支の見通しに関すること。 

(10) その他市長が必要と認める事項 

２ 病院事業計画は、第１８条第１号に係る委員会の答申を尊重したものでなけ

ればならない。 

３ 市長は、継続的に病院事業が改善されるよう、少なくとも３年ごとに病院事

業計画を見直さなければならない。 

附則を次のように改める。 

附 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、第３条第１項及び第２

項、第４条第１項及び第２項、第１０条、第１１条、第１７条並びに第１８条（

第３号に係る部分を除く｡)の規定は、公布の日から施行する。 

 

 


